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１．資本のユーザーコストによる推定 
 住宅投資のユーザーコストが資本の限界生産性（家賃）に等しいことを応用する 
限界条件を用いる方法 
 限界的な帰属家賃 r＝[i+δ-π+τ+Z]p 持ち家のユーザーコスト 
 ユーザーコストを推定して規模Ｌ（平米）を乗じる。 

 
問題 
単位分譲価格の推定 単位地価＋単位建築費用ｐ 立地をコントロール 

期待の推定  πは立地の差異に影響する。 

税制の存在 τ固定資産税と消費税、Ｚ税額控除制度等 

首都圏と地方の格差 償却率δも異なるか？ 
 

マイナーな問題 
規模Ｌの問題 （同次性の問題） 
 借家の家賃には規模の経済があることが確認されている。 
 
 
２．代替財による推定  
帰属家賃を外挿する方法。 
ヘドニック法を用いて、規模や立地や築年数をコントロールしたうえで、借家の家賃関

数を推定する。 
 
問題 
借家の家賃をどうコントロールすればよいか？ 
 代替性の問題 過大評価の問題  
 品質の違い（持ち家と借家の建築材料の違い） 
情報面での差異（エージェンシー問題） 
持ち家優遇税制の存在  
借家法の影響をどの程度排除できるか？ 
規模の問題 持ち家に匹敵する規模の借家が存在しない。 

資料３ 



 
 仮定 
戸建ての帰属家賃≒定期借家家賃  
共同建てマンションの帰属家賃≒法人限定家賃 
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